

















まりから尊重することを保障する（ La loi assure la primauté de la personne, interdit toute atteinte 
à la dignité de celle-ci et garantit le respect de l'être humain dès le commencement de sa vie.）」。
「何人も、自己の身体を尊重される権利を有する。人体は、不可侵である。人体、その構成要素及び
産物は、財産権の対象としてはならない（Chacun a droit au respect de son corps."Le corps humain 
est inviolable".Le corps humain, ses éléments et ses produits ne peuvent faire l'objet d'un droit 
patrimonial.）」。 























第 21 条には、この法律をすくなくとも 5 年以内には、国民議会と元老院の両院の議員からなる「議






































する規定（1991 年 12 月 31 日「公衆衛生上の規定を設ける法律」第 13 条）と、配偶子の輸出入を保
健大臣の許認可制にした規定（1992 年 12 月 31 日「流通が規制される産物についての法律」第 18 条）
の二つだけであったという。また、生殖技術（「医学的に介助された生殖（procréation médicalement 
assistée／略称 PMA）」）全般に対する規制は、「医学的に介助された生殖に関する政令」88 年 327 号





























 また、医師会による「医の倫理規程」のほかに、1973 年にはじめて設立されて以来、全国に 23 の
センターを持つフランス随一の精子バンク「卵子と精子の研究・保存センタ （ーCentre d’Étude et de 

























































 フランスにおいて「生命倫理法」が具体化し始めたのは、1986 年 12 月に、時の首相ジャック・シ
ラク氏が政府の諮問機関であるコンセイユ・デタに対し、生命の諸科学が提起する諸問題に対して社
会と人間の守るべき倫理を、規制力の持つ法のレベルで考察する任務を委ねたことに始まる。その際
の成果が、1988 年 1 月に提出された、いわゆる『ブレバン』報告書である。この報告書をもとに、
1990 年 10 月に、ミシェル・ロカール首相の依頼を受けて、ノエル・ルノワール氏が、生命の諸科学
に関する諸外国の実践と法的規制の状況に関して情報を収集して照合し、さらに必要と思われる提案
を盛り込んで再度「報告書（ルノワール報告書）」を提出する（1991 年 11 月提出）。そして、それと
ほぼ時を同じくして、国会のほうでもフランク・セリュスクラ氏による「生命科学と人権」について
の報告書（「セリュスクラ報告書」）と、ベルナール・ビウラック氏による「生命倫理」についての報


















(1)「人体尊重法」（人体の尊重に関する1994年7月29日法律第94-653号．Loi N°94-653 du 29  juillet 
1994 rerative au respect du corps humain） 
 
 「人体尊重法」（3 章構成、全 11 条）は、まず第 1 章の第 1 条において、これまでの民法典の第 1
編第 1 章の標題を「私権について」と変更し、その章に、あらたな節（第 2 節）として「人体の尊重
について」の節を挿入することを定める（第 2 条）、としている。そして、その冒頭に、これまでの
民法典第 16 条の文言を修正して復活させ、挿入することを定め、またそれを具体的に明確にするた
めに、いくつもの条項を民法典に新設（民法典第 16 条の 1-9）することがで定められている（第 3 条）。









報酬も与えられない（第 16 条の 1、第 16 条の 5、第 16 条の 6。これは一般に「無償原則」と呼ばれ
る）。さらに、人体の一部・産物の提供者と受容者の身元は明かすことはできない、と定められる（第
16 条の 8。「匿名原則」）。このほか、人の選別の組織化を企てる遺伝子操作などの優生学的実践の禁
止と、代理出産契約の無効が、各則ではなくこの共通原則のうちに定められている（第 16 条の 4、第
16 条の 7）ことも、この法律の特筆すべき点であろう。そして、最終的にこれらの規定は「公序（ordre 
public）にかかわるもの」として、すなわち私法的自治に優先する公序の規定として定められること












8 条、9 条など）。たとえば「人体尊重法」第 9 条では、「刑法典第 5 部に第 1 編『保健医療に関する






















のあいだには、いかなる親子関係も生じさせることができないことが、民法典第 311 条の 19 として
新たに挿入される。また、第三者からの提供による生殖介助を受けるカップルは、裁判官または公証
人のまえで同意を表明することが義務付けられ、逆に、裁判官もしくは公証人は、生殖介助が親子関





診断に関する1994年7月29日法律第94-654号．Loi N°94-654 du 29 juillet 1994 rerative au don et 
à l'utilisation des éléments et produits du corps humain, l'assistance médicale à la procréation et 
au diagnostic prénatal） 
 
 「移植・生殖法」（全 24 条）は、おおまかに言って二部構成になっている。まず最初は、保健医療
法典（Code de la santé publique）の第 6 編の標題を「人体の構成要素及び産物の提供及び利用につ




く（第 8 条以降）というものである。 
 まず、「移植・生殖法」第 1 条によって改題が定められた保健医療法典第 6 編「人体の構成要素及
び産物の提供及び利用について」では、第 2 条によって臓器や組織・細胞などの取り扱いに適用され
る「一般原則」が定められる。ちなみにこの「一般原則」は、先に触れた「人体尊重法」の第 2 条に
よって新設が定められた民法典第 1 編第 1 章第 2 節「人体の尊重について」の節に盛り込まれた規定
に従う、と定められている。つまり、そこでの臓器や組織・細胞などの取扱いについての「一般原則」
は、民法典に定められた「同意原則」、「無償原則」、「匿名の原則」などが同じく適用されることが定







っている生きている成人からは行ってはならない」（第 L672 条の 4）とされる。ただ、骨髄に関して
だけは、非血縁者からの提供および未成年者が自分の兄弟や姉妹にたいして提供することは認められ
る（第 L671 条の 3）。このように、生きているものからの臓器の摘出および提供を血縁者に制限して
いくことで、とかく臓器売買へとつながりやすい非血縁者からの提供、または囚人などの社会的弱者
が臓器提供を強要されるといった事態を未然に防ぐことができる、というわけなのである。 
 つぎに、「死者からの臓器の摘出について」であるが、フランスでは、もともと 1947 年から既に、
「科学的または治療上の利益が命ずるものと医長が判断するときには、解剖および摘出は、たとえ家







械化された国の登録簿」を準備するという国家制度も設けられた（第 L671 条の 7）。そして、最終的
に臓器移植の待機患者リストを作成・管理し、摘出臓器の配分や組織の利用の規制を定めるとともに
実施施設の許可・監査について意見を出す、国の公的機関である「フランス移植機関（Etablissement 











ある。具体的には、同編の第 1 章（「母子保護」）第 2 節（「母性・児童保護サービスの組織と使命」）
のあとに、続けて第 2 節の 2 として「生殖への医学的介助」という独立した節を新たに設けることか
ら始められる。ちなみに、ここで問題にされている「生殖への医学的介助」とは、「体外受精、胚移植
及び人工授精を可能にする臨床上及び生物学上の行為、並びに自然の過程以外での生殖を可能にする、



















る、と定められている（第 L152 条の 8）。 
 そのほか、出生前診断に関する規定は、保健医療法典第 2 編（「家族、子ども、青年のための保健
と社会医療」）第 1 章（「母子保護」）の章の第４節「子どもに関する予防」の冒頭に挿入されること
が定められ（第 12 条）、「子宮内の胚または胎児」を対象に、「特に重大な疾患を発見する」目的での




報ファイルおよび自由に関する 1978 年 1 月 6 日法を改正する法律．Loi N゜94-548 du le premier 
juillet 1994 relative au traitement de données nominatives ayant pour fin la recherche dans le 
domaine de la santé et modifiant la loi no 78-17 du 6 janvier 1978 relative à l'informatique, aux 
fichiers et aux libertés） 
 
 「生命倫理法」の３つめの法律である「記名データ法」（全 5 条）は、第 1 条において、これまで
の「情報保護法」（情報処理、情報ファイル及び自由に関する 1978 年 1 月 6 日法律 78-17 号）に、新































































イユ・デタは、1999 年 11 月 25 日付けで公表した『生命倫理法：５年後』という報告書のなかで、「ク
ローンについて」、「胚の学術的研究について」、としてクローン技術に関する法の改正に向けての提言
を行っている。そこでは、まず、民法典第 16 条の 4 のあとに新たな段落として、「他の生者もしくは
死者と同一のゲノムを備えている子どもまたはヒトの胚を、産生あるいは発達させることを目的とす
るあらゆる（医学的な）介入は禁止される」、という文言を挿入することで、ヒト・クローン全般の禁
止を唱えている。そして、「胚の学術的研究について」は、既にある保健医療法典第 L152 条の 8「検
査、研究または実験を目的として人の胚を体外で作ることは、これを禁止する。」を引き継いではいる








 いずれにしても、そういった諸議論のやり取りのなかで、フランス政府は、ようやく 2000 年 12 月
に、これまでの「生命倫理法」の改正に際しての具体的な項目とその方向性とを指し示した法律案を
提出し、そして、翌年の 2001 年の 6 月 20 日に、ギグー保健大臣によって「生命倫理に関する法律案
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